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29. 産業別事業所数の推移 
（単位：人）

 

産 業 大 分 類 
昭和 53 年 56 61 平成 3年 8 

事業所数 従業者数 事業所数 従業者数 事業所数 従業者数 事業所数 従業者数 事業所数 従業者数

総    数 772 7,393 1,013 8,399 1,112 9,277 1,101 10,011 1,269 11,627

Ａ～Ｃ 農 林 漁 業 2 7 2 8 1 5 ― ― 3 22

Ｄ 鉱 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

Ｅ 建 設 業 79 1,163 128 1,510 157 1,591 148 1,550 219 1,979

Ｆ 製 造 業 102 3,066 132 3,255 142 3,325 145 3,552 151 3,641

Ｇ 電気･ガス･熱供給･水道業 1 9 1 10 2 21 2 21 2 29

Ｈ 運輸・通信業 17 463 23 399 23 468 29 597 38 658

Ｉ 卸売･小売業･飲食店 367 1,410 439 1,462 463 1,734 429 1,904 455 2,523

Ｊ 金融・保険業 3 59 4 72 9 93 11 103 11 105

Ｋ 不 動 産 業 10 25 16 24 25 35 26 54 39 75

Ｌ サ ー ビ ス 業 183 1,036 258 1,494 280 1,829 300 2,045 339 2,390

Ｍ 
公 務 
(他に分類されないもの) 8 155 10 165 10 176 11 185 12 205

 

産 業 大 分 類 
11 13 

産 業 大 分 類 
16 18 

事業所数 従業者数 事業所数 従業者数 事業所数 従業者数 事業所数 従業者数

総    数 1,173 10,758 1,156 11,482 総    数 1,033 10,346 1,060 10,424

Ａ～Ｃ 農 林 漁 業 3 22 6 90 Ａ～Ｃ 農 林 漁 業 8 236 6 173

Ｄ 鉱 業 ― ― ― ― Ｄ 鉱 業 ― ― ― ―

Ｅ 建 設 業 204 1,839 170 1,489 Ｅ 建 設 業 152 1,350 138 1,098

Ｆ 製 造 業 145 3,770 135 3,718 Ｆ 製 造 業 122 3,481 119 3,103

Ｇ 電気･ガス･熱供給･水道業 2 30 2 25 Ｇ 電気･ガス･熱供給･水道業 1 16 3 27

Ｈ 運輸・通信業 35 779 39 881 Ｈ 情 報 通 信 業 2 8 1 5

Ｉ 卸売･小売業･飲食店 422 2,247 400 2,233 Ｉ 運 輸 業 27 624 28 662

Ｊ 金融・保険業 12 104 11 99 Ｊ 卸売・小売業 300 1,713 295 1,667

Ｋ 不 動 産 業 35 54 31 56 Ｋ 金融・保険業 13 88 11 80

Ｌ サ ー ビ ス 業 315 1,913 351 2,674 Ｌ 不 動 産 業 31 47 29 46

Ｍ 公 務 
(他に分類されないもの) ― ― 11 217 Ｍ 飲食店，宿泊業 65 418 66 476

（注）平成 16 年事業所・企業統計調査より、

平成 14 年 3 月改定の日本標準産業分

類を基準とする。 

Ｎ 医 療 ， 福 祉 49 908 70 1,051

Ｏ 教育,学習支援業 47 131 60 502

Ｐ 複合サービス事業 6 50 9 128

Ｑ サ ー ビ ス 業
(他に分類されないもの) 210 1,276 214 1,196

Ｒ 公 務
(他に分類されないもの) ― ― 11  210

資料：事業所・企業統計調査
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30. 事業所及び従業者数（平成18年） 
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昭和53 56 61 平成3 8 11 13 16 18

 

 

 

教育，学習支援業 
60 

事業所 

１，０６０ 

卸売・小売業
295 

建設業 
138 

製造業 
119 

医療,福祉 
70 

飲食店，宿泊業 
66 

運輸業 28 

 

事業所数 従業者数 

教育，学習支援業
502 

飲食店，宿泊業 476

公務（他に分類 
されないもの） 210 

複合サービス事業 128 

金融・保険業 80 

不動産業 46 
電気・ガス・熱供給・ 
水道業 27 
情報通信業 5 

従業者 

１０，４２４ 

製造業 
3,103 

卸売・小売業 
1,667 

サービス業（他に分類されないもの）
1,196 

 建設業 
1,098 

医療，福祉
1,051 

運輸業 
662 

（件） （人） 

サービス業 
（他に分類されないもの） 

214 

不動産業 29 

複合サービス事業 9 
電気･ガス･熱供給･水道業 3
情報通信業 1 

公務（他に分類されないもの） 11 

金融・保険業 11 

昭和53 平成3
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31. 産業分類、常用雇用者規模別事業所数及び従業者数 

産 業 中 分 類 

総   数 0 人 1～4 人 5～9 人 10～19 人 20～29 人 30 人以上

事業 
所数 

従業 
者数 

    事業
所数

従業
者数

事業
所数

従業
者数

事業
所数

従業
者数

事業
所数

従業 
者数 

事業 
所数 

従業 
者数 

事業
所数

従業
者数男 女 

A～R 全 産 業 1,060 10,424 6,195 4,229 346 517 357 1,232 150 1,160 100 1,468 45 1,134 62 4,913

A～Q 
全 産 業 
(Ｒ公務を除く) 1,049 10,214 6,030 4,184 346 517 350 1,222 149 1,153 99 1,450 45 1,134 60 4,738

A～C 農 林 漁 業 6 173 58 115 － － － － 2 19 1 16 1 32 2 106

A 農 業 6 173 58 115 － － － － 2 19 1 16 1 32 2 106

01 農 業 6 173 58 115 － － － － 2 19 1 16 1 32 2 106

B 林 業 － － － － － － － － － － － － － － － －

C 漁 業 － － － － － － － － － － － － － － － －

D～R 非 農 林 漁 業 1,054 10,251 6,137 4,114 346 517 357 1,232 148 1,141 99 1,452 44 1,102 60 4,807

D～Q 
非 農 林 漁 業 
(Ｒ公務を除く) 1,043 10,041 5,972 4,069 346 517 350 1,222 147 1,134 98 1,434 44 1,102 58 4,632

D 鉱 業 － － － － － － － － － － － － － － － －

E 建 設 業 138 1,098 942 156 33 69 57 247 26 225 15 222 5 142 2 193

06 総 合 工 事 業 55 546 475 71 15 34 18 81 13 114 6 95 1 29 2 193

07 
職 別 工 事 業 
(設備工事業を除く) 37 290 244 46 5 15 18 87 8 64 3 38 3 86 － －

08 設 備 工 事 業 46 262 223 39 13 20 21 79 5 47 6 89 1 27 － －

F 製 造 業 119 3,103 1,997 1,106 18 40 34 136 17 134 17 271 11 290 22 2,232

09 食料品製造業 35 1,284 437 847 4 13 3 13 3 19 7 116 5 135 13 988

10 
飲料･たばこ･ 
飼 料 製 造 業 1 3 2 1 － － 1 3 － － － － － － － －

12 
衣服･その他の 
繊維製品製造業 4 51 8 43 1 2 1 7 1 8 － － － － 1 34

13 
木材･木製品製造業 
(家具を除く) 2 12 10 2 1 2 － － 1 10 － － － － － －

14 
家具・装備品 
製 造 業 6 46 42 4 1 1 3 6 1 9 － － 1 30 － －

16 印刷･同関連業 7 14 8 6 4 6 3 8 － － － － － － － －

17 化 学 工 業 4 910 850 60 － － － － 1 6 1 15 1 22 1 867

19 
プラスチック 
製 品 製 造 業 2 72 34 38 － － 1 2 － － － － － － 1 70

22 
窯業･土石製品 
製 造 業 5 105 97 8 1 3 1 3 － － 1 13 1 26 1 60

23 鉄 鋼 業 3 14 11 3 － － 2 8 1 6 － － － － － －

25 金属製品製造業 22 228 194 34 1 5 11 52 3 27 5 83 1 22 1 39

26 
一般機械器具 
製 造 業 19 238 210 28 4 5 4 16 5 40 2 34 2 55 2 88

27 
電気機械器具 
製 造 業 3 52 45 7 － － 1 2 － － 1 10 － － 1 40

30 
輸送用機械器具 
製 造 業 1 46 39 7 － － － － － － － － － － 1 46

31 
精密機械器具
製 造 業 1 3 2 1 1 3 － － － － － － － － － －
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産 業 中 分 類 

総   数 0 人 1～4 人 5～9 人 10～19 人 20～29 人 30 人以上

事業 
所数 

従業 
者数 

    事業
所数

従業
者数

事業
所数

従業
者数

事業
所数

従業
者数

事業
所数

従業 
者数 

事業 
所数 

従業 
者数 

事業
所数

従業
者数男 女 

32 その他の製造業 4 25 8 17 － － 3 16 1 9 － － － － － －

G 
電気･ガス･熱
供給･水道業 3 27 25 2 － － 1 2 1 8 1 17 － － － －

34 ガ ス 業 1 17 16 1 － － － － － － 1 17 － － － －

36 水 道 業 2 10 9 1 － － 1 2 1 8 － － － － － －

H 情 報 通 信 業 1 5 － 5 － － － － 1 5 － － － － － －

37 通 信 業 1 5 － 5 － － － － 1 5 － － － － － －

I 運 輸 業 28 662 565 97 4 4 8 24 5 40 4 63 2 49 5 482

42 鉄 道 業 2 6 4 2 － － 2 6 － － － － － － － －

43 道路旅客運送業 3 61 55 6 1 1 － － － － 1 18 － － 1 42

44 道路貨物運送業 16 472 395 77 3 3 1 5 5 40 2 28 2 49 3 347

47 倉 庫 業 5 28 21 7 － － 4 11 － － 1 17 － － － －

48 
運輸に附帯する 
サ ー ビ ス 業 2 95 90 5 － － 1 2 － － － － － － 1 93

J 卸売・小売業 295 1,667 792 875 101 156 104 354 46 330 31 425 6 146 7 256

50 
繊維・衣服等 
卸 売 業 2 31 15 16 － － 1 5 － － － － 1 26 － －

51 飲食料品卸売業 14 92 64 28 3 6 4 19 5 37 2 30 － － － －

52 
建築材料,鉱物･
金属材料等卸売業 15 158 123 35 1 1 5 20 2 13 4 56 3 68 － －

53 機械器具卸売業 9 70 51 19 － － 5 16 3 19 － － － － 1 35

54 その他の卸売業 13 54 17 37 1 2 9 25 2 16 1 11 － － － －

55 各種商品小売業 4 61 8 53 － － 1 3 1 6 1 19 － － 1 33

56 
織物･衣服･身の 
回り品小売業 13 37 9 28 7 12 4 12 2 13 － － － － － －

57 飲食料品小売業 104 577 176 401 47 73 29 102 10 73 13 175 2 52 3 102

58 
自動車・自転車 
小 売 業 17 61 48 13 8 12 6 21 2 16 1 12 － － － －

59 
家具･じゅう器･ 
機械器具小売業 20 60 34 26 6 9 12 31 1 9 1 11 － － － －

60 その他の小売業 84 466 247 219 28 41 28 100 18 128 8 111 － － 2 86

K 金融・保険業 11 80 42 38 3 7 3 4 2 17 2 25 1 27 － －

61 銀 行 業 4 50 21 29 － － 1 1 1 8 1 14 1 27 － －

62 協同組織金融業 1 9 6 3 － － － － 1 9 － － － － － －

67 
保険業（保険媒介 
代理業等を含む） 6 21 15 6 3 7 2 3 － － 1 11 － － － －

L 不 動 産 業 29 46 25 21 23 32 6 14 － － － － － － － －

68 不動産取引業 4 11 6 5 2 6 2 5 － － － － － － － －

69 
不動産賃貸業･ 
管 理 業 25 35 19 16 21 26 4 9 － － － － － － － －
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産 業 中 分 類 

総   数 0 人 1～4 人 5～9 人 10～19 人 20～29 人 30 人以上

事業 
所数 

従業 
者数 

    事業
所数

従業
者数

事業
所数

従業
者数

事業
所数

従業
者数

事業
所数

従業 
者数 

事業 
所数 

従業 
者数 

事業
所数

従業
者数男 女 

M 飲食店,宿泊業 66 476 155 321 26 36 21 77 6 51 3 47 7 160 3 105

70 一 般 飲 食 店 58 453 150 303 22 32 18 63 5 46 3 47 7 160 3 105

71 遊 興 飲 食 店 8 23 5 18 4 4 3 14 1 5 － － － － － －

N 医 療 ， 福 祉 70 1,051 349 702 9 11 18 67 19 153 12 175 3 64 9 581

73 医 療 業 44 542 233 309 7 11 13 52 16 127 2 39 1 22 5 291

74 保 健 衛 生 1 13 2 11 － － － － － － 1 13 － － － －

75 
社会保険･社会 
福祉･介護事業 25 496 114 382 2 － 5 15 3 26 9 123 2 42 4 290

O 
教 育 ， 
学 習 支 援 業 60 502 253 249 26 30 18 42 4 25 5 80 2 46 5 279

76 学 校 教 育 12 317 144 173 － － － － 3 19 3 55 2 46 4 197

77 
その他の教育, 
学 習 支 援 業 48 185 109 76 26 30 18 42 1 6 2 25 － － 1 82

P 
複合サービス
事 業 9 128 75 53 － － 4 17 1 6 2 22 1 24 1 59

78 
郵 便 局 
(別掲を除く） 4 77 48 29 － － 2 12 1 6 － － － － 1 59

79 
協同組合 (他に 
分類されないもの) 5 51 27 24 － － 2 5 － － 2 22 1 24 － －

Q 
サービス業(他に 
分類されないもの) 214 1,196 752 444 103 132 76 238 19 140 6 87 6 154 4 445

80 専門サービス業 34 117 68 49 9 11 22 77 3 29 － － － － － －

82 
洗濯・理容・ 
美容・浴場業 88 214 69 145 55 73 29 86 2 15 1 13 1 27 － －

83 
その他の生活 
関連サービス業 10 17 8 9 7 10 3 7 － － － － － － － －

84 娯 楽 業 8 68 35 33 3 4 2 3 － － 2 37 1 24 － －

85 廃棄物処理業 7 98 84 14 － － 2 8 1 8 2 20 1 32 1 30

86 自動車整備業 19 73 56 17 6 8 8 29 5 36 － － － － － －

87 
機械等修理業 
(別掲を除く) 12 195 182 13 4 4 5 13 2 17 － － － － 1 161

88 物 品 賃 貸 業 3 17 13 4 － － － － 3 17 － － － － － －

89 広 告 業 2 21 17 4 1 1 － － － － － － 1 20 － －

90 
その他の事業 
サ ー ビ ス 業 7 315 176 139 1 1 2 9 － － － － 2 51 2 254

91 
政治・経済・ 
文 化 団 体 1 6 3 3 － － － － 1 6 － － － － － －

92 宗 教 21 32 25 7 17 20 3 6 1 6 － － － － － －

93 
そ の 他 の 
サ ー ビ ス 業 2 23 16 7 － － － － 1 6 1 17 － － － －

R 
公務(他に分類 
されないもの) 11 210 165 45 － － 7 10 1 7 1 18 － － 2 175

96 地 方 公 務 11 210 165 45 － － 7 10 1 7 1 18 － － 2 175

資料：平成 18 年事業所・企業統計調査 

（注）平成 16 年事業所・企業統計調査より、平成 14 年 3 月改定の日本標準産業分類を基準とする。 


